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第２章 横浜市の状況 
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＜資料作成に用いたデータ＞ 

 ○人口動態統計、自殺統計について 

 
人口動態統計 自殺統計 

公表元 
厚生労働省 

市町村の人口動態調査票に基く 
厚生労働省 

警察庁の自殺統計原票に基く 

対象者 日本における日本人 日本における外国人を含む総人口 

調査時点 住所地を基に死亡時点 発見地を基に自殺死体発見時点 

計上処理 

自殺、他殺あるいは事故死のい
ずれか不明のときは自殺以外で
処理しており、死亡診断書等に
ついて作成者から自殺の旨訂正
報告がない場合は、自殺に計上
されない。 

捜査により自殺と判明した時点で計
上している。 

確定値 
公表時期 

調査年の翌年の秋（９月） 調査年の翌年の春（３～４月） 

 
 

○「地域自殺実態プロファイル」について（図表 10） 

・自殺総合対策推進センターが各自治体の自殺の実態をまとめた統計資料 

・自殺統計（自殺日・住居地）【平成 24 年～28 年合計】を主に使用 

 

 

＜統計データの留意点＞ 

○「自殺死亡率」とは、人口 10 万人当たりの自殺者数です。 

  ○「％」は、それぞれの割合を小数点第２位で四捨五入して算出しているため、全ての割

合を合計しても 100％にならないことがあります。 
 

○項目の差異について 
自殺統計には、「職業別」「原因・動機別」といった項目がありますが、人口動態統計

には、そういった項目はありません。そのため、原則として、本市全体や性別、年齢別
に分析する場合には人口動態統計を、職業や原因・動機などの項目ごとに分析する場合
には自殺統計を用いています。 

  ○特に区域の表記のない図表については、本市の状況を表しています。 
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１ 横浜市における自殺の状況 

（１）自殺者数・自殺死亡率の年次推移 

   ○ 全国の自殺者数は、平成 22 年に３万人を下回り、平成 28 年には、約 21,000 人

となっています。神奈川県の自殺者数も近年は減少傾向となっており、平成 28 年の

自殺者数は、約 1,300 人となっています。 

   ○ 本市の自殺者数は、平成 10 年に急増して以降、概ね 650 人から 790 人で推移

していましたが、平成 22 年以降は減少傾向にあり、平成 28 年は 550 人となって

います。 

 

 
 

○ 本市の自殺死亡率は、平成 22 年以降減少傾向にあり、平成 28 年には、14.7 と

なっており、全国の自殺死亡率より低い状況にあります。 
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図表１ 自殺者数の年次推移（全国・神奈川県・横浜市）

横浜市(左軸) 神奈川県（左軸） 全国（右軸）

（人）（人）

資料：人口動態統計
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図表２ 自殺死亡率の年次推移（全国・神奈川県・横浜市）

横浜市 神奈川県 全国

資料：人口動態統計
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（２）男女別の自殺者数の年次推移 

○ 女性の自殺者数は、平成 23 年をピークに減少傾向となっており、平成 28 年は、

167 人となっています。男性の自殺者数は、平成 22 年をピークに減少傾向となっ

ていますが、平成 28 年は 383 人と前年よりも増加しており、女性の約２倍となっ

ています。 

 

 
 
（３）自殺者の年齢構成（平成 28 年） 

○  本市の自殺者の年齢構成は、40 歳代が最も多く、次いで多い 50 歳代も含め、全

体の 42.5％となっており、全国の 34.1％よりも高くなっています。 

本市は 30 歳代以下の人口割合が 41％と全国（39.3％）と比べて高いこともあり

30 歳代以下の自殺者数は、全体の 27.3％と、全国の 25.5％よりも高くなっていま

す。 
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図表３ 男女別の自殺者数の年次推移

合計 男 女 資料：人口動態統計
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図表４ 自殺者の年齢構成（平成28年、全国・横浜市）
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資料：人口動態統計 



 

１１ 
 

（４）年齢階級別死因（平成 28 年） 

   ○ 平成 28 年の年齢階級別の死因をみると、10 歳代から 30 歳代までの死因の第１

位は「自殺」となっています。 

 

 

 
  

※複数の死因を記載している項目の「人数」及び「割合」は、それぞれの人数及び割合を表

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

人数 割合

５位

人数 割合

10歳代

18 30.5%

10 16.9%人数 割合

３位

人数 割合

４位

１位

人数 割合

２位

・心疾患
・脳血管疾患　等

3 5.1%

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代

自殺 自殺 自殺 悪性新生物 悪性新生物

50.0%

・悪性新生物
・不慮の事故

悪性新生物 悪性新生物 自殺 心疾患 心疾患

悪性新生物

71 51.4% 61 27.7% 236 34.0% 578 42.7% 1746

209 15.4% 483 13.8%

・その他の神経系の疾

患

・その他の傷病及び死

亡の外因

その他の傷病及び
死亡の外因

不慮の事故 心疾患 自殺 脳血管疾患

19 13.8% 58 26.4% 119 17.1%

91 13.1% 115 8.5% 225 6.4%14 10.1% 22 10.0%

2 3.4% 13 9.4% 15 6.8%

不慮の事故 心疾患 脳血管疾患

1 1.7% 9 6.5% 14 6.4%

・糖尿病
・肺炎　　等

心疾患
その他の傷病及び

死亡の外因

38 5.5% 64 4.7% 107 3.1%

肝疾患 肝疾患 自殺

77 11.1% 107 7.9% 118 3.4%

脳血管疾患
・肝疾患
・その他の呼吸器
系の疾患

図表５ 年齢階級別死因（平成 28 年） 

資料：人口動態統計 



 

１２ 
 

（５）年齢階級別の自殺死亡率の推移 

○ 30 歳代以上の自殺死亡率は、10 年前と比べると低くなっていますが、20 歳代

以下の自殺死亡率は、10 年前と比べると高くなっています。 
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図表６ 年齢階級別の自殺死亡率の推移
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図表７ 年齢階級別の自殺死亡率の推移（10年前との比較）

平成18年 平成24年 平成28年 資料：人口動態統計 

資料：人口動態統計 
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○ 20 歳未満の自殺者数は、増加傾向にあり、全年齢の自殺者数が減少傾向にあるな

か、全年齢に占める 20 歳未満の自殺者数の割合が増加しています。 

 

 

 
 
 
（６）職業別自殺者数の推移 

   ○ 職業別の自殺者数をみると、「無職者」が最も多く、次いで多いのは「被雇用者・勤

め人」ですが、いずれも近年は減少傾向にあると言えます。 

      全体的に減少傾向でありますが、「学生・生徒等」についてはほぼ横ばいとなって

います。 

 

     

全年齢に占める割合
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図表９ 職業別自殺者数の推移 自営業者

被雇用者・勤め人

無職者

学生・生徒等

主婦

不詳

資料：自殺統計

資料：人口動態統計 

図表８ 20 歳未満の自殺者数と自殺死亡率の推移 

（人） 
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（７）性・年齢階級別に見た職業の有無・同居人の有無別の自殺者数 

   ○ 平成 24 年から 28 年の５年間の合計において、性・年齢階級別、職業の有無・同

居人の有無別に見ると、「40～59 歳、男性、有職者、同居」が最も多い状況です。 

 

      

 
自殺総合対策推進センター「地域自殺対策プロファイル(2017)」に基づき作成 
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（８）自殺の原因・動機 

   ○ 自殺の原因・動機は、「健康問題」が最も多く、次いで、「経済・生活問題」、「家庭

問題」の順となっています。 

   ○ 男性は、女性よりも「経済・生活問題」や「勤務問題」による割合が高く、女性は、

男性よりも「健康問題」による割合が高くなっています。 

   ○ 20 歳代以下では、学業不振や入試・進路に関する悩みなどの「学校問題」を原因・

動機とする自殺が多くなっています。 

 
 
 

      

 

 

 

 

総
数

人数

割合

男
性

人数

割合

女
性

人数

割合

自殺者数 家庭問題 健康問題 経済・生活問題 勤務問題 男女問題 学校問題 その他 不詳

443

ー
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ー

148

ー

42
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17

11.5%

154 58 26 11 8 27 206

34.8% 13.1% 5.9% 2.5% 1.8% 6.1% 46.5%

85 55 22 6 6 17 147

28.8% 18.6% 7.5% 2.0% 2.0% 5.8% 49.8%

69 3 4 5 2 10 59

46.6% 2.0% 2.7% 3.4% 1.4% 6.8% 39.9%
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不詳
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図表 11 自殺の原因・動機の状況【複数回答】（平成 29 年） 

資料：自殺統計 

（人） 

資料：自殺統計 

図表 12 自殺の原因・動機（性・年齢階級別、平成 29 年） 



 

１６ 
 

      ○  原因・動機のうち「健康問題」の内訳をみると、「病気の悩み・影響（うつ病）」

が男女共に最も多く、次いで「病気の悩み（身体の病気）」となっています。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人数 割合 人数 割合 人数 割合
病気の悩み
（身体の病気）

31 36.5% 16 23.2% 47 30.5%

病気の悩み・影響
（うつ病）

33 38.8% 34 49.3% 67 43.5%

病気の悩み・影響
（統合失調症）

7 8.2% 5 7.2% 12 7.8%

病気の悩み・影響
（アルコール依存症）

4 4.7% - - 4 2.6%

病気の悩み・影響
（薬物乱用）

- - - - - -

病気の悩み・影響
（その他の精神疾患）

7 8.2% 9 13.0% 16 10.4%

身体障害の悩み 2 2.4% 3 4.3% 5 3.2%

その他 1 1.2% 2 2.9% 3 1.9%

男性 女性 合計

154合計 85 69

図表 13 「健康問題」の内訳（平成 29 年） 

資料：自殺統計 
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（９）自殺者の自殺未遂歴の状況 

○ 自殺未遂者の再企図は、６か月以内が多いとの報告もあることからも、自殺対策

において、自殺未遂者への支援は、重要な取組です。 

○ 本市では、自殺者のうち、過去に自殺未遂歴のある方が平成 26 年から平成 28

年にかけて増加しており、平成 29 年においても全体の約２割を占めています。 

 （参考）国、未遂歴あり（平成 29 年）：18.9％ 

○ また、自殺者のうち、過去に自殺未遂歴のある方は、全国では近年、減少傾向で

あるのに対して、本市では、平成 29 年は前年より減少したものの、平成 26 年か

ら平成 28 年まで増加しています。 

 
 
 
 

    

                

233 66.8%
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56 32.2% 48 26.2% 55 29.4%

平成29年

人数 割合

95 21.4%

288 65.0%

60 13.5%

17 11.5%

48 16.3%

204 69.1%

43 14.6%

47 31.8%

84 56.8%

図表 14 自殺者における未遂歴の推移 

資料：自殺統計 
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図表15 自殺者における未遂歴の推移（全国、横浜市）

自殺者数（全国）＜左軸＞ 未遂歴あり（全国）＜左軸＞
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資料：自殺統計 
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■ 神奈川県・県内政令市との比較 

（10）自殺者数・自殺死亡率の年次推移 

    ○ 自殺者数は、近年、いずれも減少傾向にあり、平成 28 年の自殺者数は、神奈川

県が 1,309 人、横浜市が 550 人、川崎市が 178 人、相模原市が 98 人となって

います。 

    

 

 

 

○ 自殺死亡率も、近年、いずれも減少傾向にあり、平成 28 年の自殺死亡率は、神

奈川県が 14.6、横浜市が 14.7、川崎市が 12、相模原市が 13.6 となっており、

横浜市が最も高くなっています。 
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図表16 自殺者数の年次推移

横浜市 川崎市 相模原市 神奈川県（右軸）
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図表17 自殺死亡率の年次推移

神奈川県 横浜市 川崎市 相模原市

資料：人口動態統計

資料：人口動態統計 
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（11）自殺者の年齢構成（平成 29 年） 

○  本市は、50 歳代の自殺者の割合が 20.5％と他県市に比べて最も高くなっていま

す。 

 

 

 

 

（12）自殺の原因・動機（平成 29 年） 

    ○ 自殺の原因・動機は、いずれも「健康問題」が最も多く、本市は、次いで、「経済・

生活問題」、「家庭問題」の順となっています 
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図表18 自殺者の年齢構成（平成29年）
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図表19 自殺の原因・動機（平成29年）

神奈川県 横浜市 川崎市 相模原市

資料：自殺統計 

資料：自殺統計 

（４県市で比較するため、自殺統計を用いた） 

 

 



 

２１ 
 

（13）自殺者の自殺未遂歴の状況 

○ 自殺者のうち、過去に自殺未遂歴のある方は、いずれも、平成 22 年と比べると

減少していますが、本市は平成 26 年以降、横ばいとなっています。 
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図表20 自殺者における未遂歴の推移

神奈川県 横浜市 川崎市 相模原市

資料：自殺統計 
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２ 「こころの健康に関する市民意識調査」実施結果

市民の自殺に対する考え方、イメージや現状等の把握及び自殺対策事業の効果を測定

し、その結果を明らかにすることで、今後の本市の自殺対策における具体的取組に反映さ

せることを目的として「こころの健康に関する市民意識調査」を実施しました。 

ここでは、調査結果よりいくつかの質問項目への回答を紹介します。 

（１）調査概要

◆調査対象

調査対象数（住民基本台帳を元に 16 歳以上の男女無作為抽出） 4,500 人

◆調査方法

郵送によるアンケート形式

◆調査期間

平成 28 年 10 月

◆回収数

1,431（31.8％）＜有効回答数：1,431 件（31.8％）＞

◆回答者の属性

男性 42.3%  女性 56.3% 

◆年齢構成

10代
2.8%

20代
7.1%

30代
12.1%

40代
17.7%

50代
16.4%

60代
17.8%

70代以上

23.4%

無回答

2.6%

n=1,431
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（２）調査結果から見た特徴

【ストレスによる危機は誰にでもある】 

◆悩みやストレス等があるか ◆悩みやストレス等の理由（複数回答）

～１つでも「現在ある」と回答した人～ 

◇悩みやストレスを抱えている人は６割強

◇「病気などの健康の問題」「家庭の問題」のウェイトが高い。

【本気で自殺したいと考えたことがある人は 6～7 人に 1 人】 

◆「本気で自殺したい」と考えたことがあるか

◇これまでに本気で自殺を考えたことがある人は、1,431 人中 216 人、全体の 15.1％で

あった。

ある

15.1%

ない

79.1%

無回答

5.8%

n=1,431

ある

16.1%

ない

79.9%

無回答

4.0%

n=2,634

多くの人が何らかの問題を抱え、その「悩み」は複合的で多岐にわたっており、ストレスによ

る危機は誰にでもある。 
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【様々な理由が絡み合い、自殺を考えるようになる】 

 

◆本気で自殺したいと思った理由（複数回答～本気で自殺を考えたことがある人～） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇本気で自殺を考えたことがある人のその理由は「家庭の問題」と「健康の問題」の割合が

高いものの、その他にも様々な要因が挙げられており分散傾向にある。 

 

 

 

◆自殺したいと思った要因の数        

 

 

◇自殺を考えた理由として、67％の人が複数の要因           

を挙げている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

自殺を本気で考えたことがある人は、複数の要因を挙げる割合が高く、心に何らかの負担を

抱えている割合が高い。 
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【対面相談を基本にしつつ、柔軟な相談方法への対応が求められる】 

 

◆悩みやストレスを感じた時に、どのような方法で相談するか 

 

◇全体的な傾向として、相談する方法は「直接会って相談する」割合が「電話やメールを利

用する」、「インターネットを利用する」よりも高く face to face の相談への期待が大き

い。 

◇「電話やメール（LINE などを含む）」を利用して相談したり「インターネットを利用して

解決法を検索する」方法は、若年層、中年層の半数以上に利用可能性がある。一方で、

「Twitter や掲示板などを利用してインターネット上の不特定多数」に相談することは、

全ての年代で利用可能性が低い。 

 

 

 

相談相手は身元が明確な人が選ばれる傾向が強く、できるだけ直接会って相談していくことが

望ましい。ただし、年代や職業によって身近な相談場所や方法が異なる傾向もみられるため、

相談機会や手法などの多様性を備えることが重要になると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） 
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【自殺対策の PR 活動は必要】 

 

     ◆自殺対策に関する啓発物を        ◆自殺対策に関する啓発物は、 

見たことがあるか               どこで見たか 

 

 

◇自殺対策の啓発物でもっとも見られているのは「ポスター」であり、概ね半数の人が見て

いる。その他では、「広報誌」と「パンフレット」以外は一桁％と低い数値となっている。 

◇啓発物が見られている場所は「交通機関」と「行政機関」が多いが、それ以外の場所で見

ていると答えた人は十分な数値とはいい難い。 

 

 

 

◆自殺対策に関する PR 活動について     ◆自殺対策基本法について知っているか 

どのように思うか 
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◇自殺対策のＰＲ活動については８割の人が「必要」と考えている。一方で、現行の施策に

ついての認知度は極めて低い。 

                   

 

自殺防止の PR は、自殺の可能性がある人のみが対象ではなく、相談を受ける人々、すなわ

ち市民全般が対象となることから、これまでの方策を一度見直し、あらゆる機会を通じて情

報提供、対応の方法をアピールしていくことが求められている。 

 

 

 

 

（３）調査結果から見えてきたもの 

 

◇悩んだり、ストレスを感じたときに気軽に相談できる環境づくりと、専門機関の相談体

制づくりが重要である。 

◇そのためには、関係機関の連携した取組によって有効な自殺対策を講じるとともに、効

果的な PR の方法を広く一般市民に対して行っていく必要がある。 
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※「自殺に追い込まれる過程やその心理」、「周囲の人の支えの大切さ」について理解

を深めることを趣旨としてコラムを掲載予定。 
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３ 横浜市における自殺対策の経過 

本市の年間自殺者数は、平成 9 年の 557 人から平成 10 年には 784 人と急増し、そ

の後、平成 11 年の 792 人をピークに数年の周期で人数の減少と増加を繰り返し、平成

20 年から数年は 700 人を超える状況が続きました。 

本市では、平成 14 年のうつ病に関する講演会を開催して以降、様々な自殺対策に取

り組んできました。平成 18 年に制定された自殺対策基本法を踏まえた取組、また、平

成 19 年度から 21 年度には、国の「地域自殺対策推進事業」のモデル実施自治体とな

り取組を進めてきました。 

その後、普及啓発、人材育成、自死遺族及び自殺未遂者への支援等について、国の基

金等を活用し、取組を進めてきましたが、依然として多くの市民の命が自殺により失わ

れている状況であることから、今後もこれまでの取組を発展させる形で効果的に自殺対

策を推進していく必要があります。 

 

平成 14 年度 「うつ病」に関する講演会開催 

平成 15 年度 「横浜市における自殺の現状」調査（平成９年～13 年の人口動態統

計解析）の実施 

平成 19 年度 ・自死遺族のつどい、自死遺族ホットライン開始 

・自殺対策基礎研修、自殺対策相談実践研修開始 

・かながわ自殺対策会議の開催（神奈川県、川崎市との共同設置、平

成 22 年度から相模原市も含めた４県市協調で開催） 

・横浜市庁内自殺対策連絡会議の開催 

平成 20 年度 自殺対策サイト「～生きる・つながる～支えあう、よこはま」開設 

平成 21 年度 ・自殺対策街頭キャンペーンの実施 

・かかりつけ医うつ病対応力向上研修開始 

平成 22 年度 ・救急医療機関との連携による自殺未遂者再発防止事業の開始 

・自殺に関する市民意識調査の実施 

平成 23 年度 自殺対策学校出前講座開始 

平成 24 年度 「地域自殺対策情報センター」（現：地域自殺対策推進センター）をこ

ころの健康相談センター内に設置 

平成 26 年度 よこはま自殺対策ネットワーク協議会の開催 

平成 27 年度 よこはま自殺対策ネットワーク協議会にて若年層対策分科会を開催 

平成 28 年度 こころの健康に関する市民意識調査の実施 

平成 29 年度 精神科診療所との連携による自殺未遂者再発防止事業の開始 

  

    

 

 

 

 




